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１．はじめに 

松江高専は，平成 20 年度より島根県内の企

業・学校・自治体を対象としたネットワーク管

理者育成講座を毎年度実施している．この講座

は，地域ニーズ調査の結果に基づいて実施して

いるもので，演習中心の形式により受講者から

好評を得ている． 

これらの実績から，平成 26・27 年度 IT 人材

育成研修会(国立高等専門学校機構主催)が松江

高専で実施された．この研修会は全国 51 校の国

立高専(55 キャンパス)を対象としたもので， 

LDAP サーバの構築や運用方法に関する講習を 2

日間の日程で実施した． 

本発表では，[1]に引き続き実施カリキュラム

や研修会の概要等について報告する． 

 

２．社会人教育の実施について 

2.1 地域ニーズ調査 

平成18年度に，松江高専と島根県((財)しまね

産業振興財団)が協力して，情報システムやネッ

トワーク管理について，島根県内の企業，学校，

自治体の合計1,500組織に対し地域ニーズ調査を

行った．この結果から，組織内においてネット

ワーク環境等の構築・運用・管理をできる人材

が広く求められている現状が判明した． 

しかし，調査対象となった組織の多くは，専

任のネットワーク管理者を雇用する経済的余裕

が無いことから，組織内でネットワークを管理

している職員の育成や，スキルアップを切望し

ている実態が浮かび上がった．そして，図1が示

すように，その方法としてセミナーや講習会に

要望が集中した． 

回答内容を詳細に検討したところ，現状の設

備や予算を有効利用するためには，オープンソ

ースソフトウェアを活用することが最も有効な

手段であると判断した． 

 

2.2 社会人向け講座の実施 

松江高専は，平成 19 年度文部科学省「社会人

の学び直しニーズ対応教育推進プログラム」[2]

に採択され，平成 20・21 年度に，講座名を「オ

ープンソースソフトウェアによる中堅ネットワ

ーク管理者養成プログラム」として，社会人対

象の講座を実施した．平成 22～25 年度には，島

根県((財)しまね産業振興財団)からの依頼と支

援を受け，県内 IT 企業の受注拡大と強化を図る

ことを目的としたネットワーク管理者向けの講

座を開催した． 

平成20・21年度においては，講座の定員を各

年度40名で募集し計84名の受講者を，平成22年

度は過去2回の講座におけるカリキュラムを縮小

し，16名の受講者をそれぞれ受け入れた．さら

ICT training workshop in National Institute of Technology 
for integrated authentication system(LDAP) 
 
†Kou Okada, Soichiro Ikeda, Masaharu Kawami,  

Practical Education Support Center, 
National Institute of Technology, Matsue College 

††Motoshi Hara, Makoto Hirose,  
Hiroshi Inaba, Noriyo Kanayama,  
Dep.  Information Engineering, 
National Institute of Technology, Matsue College 

†††Tomoya Hotate, Hiroko Hariu 
 General Affairs Division 

National Institute of Technology, Head Office 

Copyright     2016 Information Processing Society of Japan.
All Rights Reserved.4-513

3F-07

情報処理学会第78回全国大会



に，平成23年度からは上級者向けのカリキュラ

ムとし，3年間で主として県内IT企業のエンジニ

ア計16名が受講した． 

 

2.3 IT 人材育成研修会実施 

高専機構では，これまで情報システム等の運

営に携わる教職員の専門的知識や技術力の向上

を目的とした「IT 人材育成研修会」を東京で開

催してきた．この研修会は，講師を民間企業に

委託しているのが特徴である． 

平成 26 年度より，これまでの講座実施の実績

からこの研修会は高専機構と松江高専による共

同開催となり，松江高専教職員が講師を務める

ことになった．平成 26・27 年度の研修会で，高

専機構本部職員を含む計 62 名が受講した†．  

一方，本研修会では研修会終了後の自学のた

め，オープンソースの Moodle[3]で構築した e-

Learning システムを用意した．これにより，配

布テキストや説明スライドの閲覧の他，オーサ

リングツールの StreamAuthor[4]を用いた授業ビ

デオの聴講を Web 上で可能にしている． 

 

2.4 実施カリキュラム 

本研修会は，高専機構の要請により LDAP につ

いての講習を行った．学習内容として，LDAP 概

説，エントリ操作，スキーマ作成，アクセス制

御などを取り入れた．実施カリキュラムは，表 1

のとおりになっている． 

カリキュラム選定は，受講者が松江高専と同

等のシステム，組織規模において管理業務を行

っていることに考慮し，現在の松江高専におけ

る活用方法を中心に学習することで，業務への

即時反映を可能とした．また，新機能による運

用方法や，受講者多数であることで実現したサ

ーバ同士の連携通信といった演習を盛り込んだ．

なお，実施期間および時間数は，2 日間で 7 時間

／日とした． 

カリキュラムの特徴は演習中心の学習形態と

することで，講師の解説により修得した知識を

受講者自らで確認できる．演習では，専用ツー

ルは使用せず，コマンドライン上でサーバ構築

および運用方法を実践的に学習することで，理

解度の向上を促している． 

 

３．アンケート調査と集計結果 

研修終了時には，満足度についてのアンケー

ト調査を受講者に対して行った． 

2 回の研修会での平均評価は 5 段階中の 4.2 以

上となり，昨年度の結果と総合したところ良好

な結果となった．また，実施時期や期間および

進捗度合についても調査したが，不満を表した

回答は少なかった． 

その他詳細は，以下のとおりとなった． 

【内容は適切でしたか？】 

とてもそう思う ・・・ 42 % 

そう思う ・・・・・・ 51 % 

【興味や関心が深まる内容でしたか？】 

とてもそう思う ・・・ 57 % 

そう思う ・・・・・・ 38 % 

【用意された資料は有効でしたか？】 

とてもそう思う ・・・ 46 % 

そう思う ・・・・・・ 43 % 

 

４．おわりに 

初の試みとなった高専共催の IT 人材育成研修

会であったが，講師および受講者がともに高専

教職員であったことから，受講者の技術的向上

以外にも人的ネットワークの形成について一定

の成果があったと思われる． 

次年度以降についても，全高専を対象とした

研修会の実施が予定されているが，今回の研修

会が，今後の研修会実施の参考となれば幸いで

ある． 
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表 1  実施カリキュラム 
内容 時間数 

(1) LDAP 概説 2 

(2) エントリ操作 2 

(3) Basic 認証 3 

(4) スキーマ作成 2 

(5) アクセス制御 2 

(6) db config 稼動 1 

(7) プロキシ・レプリカ構築 2 

†平成 26 年度は西日本地区を，平成 27 年度は東

日本地区の高専教職員を対象としている． 
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